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様式１  


 


事業可能性評価申請書 


 


平成  年  月  日  


 


 財団法人広島市産業振興センター理事長 様 


 （ 広 島 市 中 小 企 業 支 援 セ ン タ ー ）                   


 


＜申請者＞    〒                    


住 所                    


名 称                    


氏 名                 印  


 


連絡先 ＴＥＬ：               


ＦＡＸ：               


e-mail：               


 


 私は、以下の事項を了承の上、事業計画書（＊別記様式 ）のとおり、事業可能性


評価委員会における評価を申請します。  


 ＊ 創業前…別記様式１（創業支援融資特別資金申請等）、  


創業３年未満…別記様式２（創業支援融資特別資金申請等）、  


業歴１年以上…別記様式３（新分野進出支援融資特別資金申請等）  


 


 １ 広島市中小企業融資制度に関する評価については、当委員会の評価結果にかか


わらず、金融機関及び広島県信用保証協会における金融上の審査により、融資が


受けられない場合があることを了承します。  


 ２ 評価後の行政各機関や金融機関等との交渉については、当財団に一切の責任が


ないことを了承します。  


 


 ※ 提出された申請書及び添付書類等、当該事業で知り得た申請者の経営情報並び


に事業計画、知的所有権に関する情報等については、守秘義務があることとし、


当該事業以外に使用することはなく、申請者の許可なく他者に開示することは一


切ありません。  


 ※ 評価に当たっては結果のみを通知することとし、評価内容、評価の過程におけ


る意見等は財団理事長の許可なく一切公開せず、また、申請者及び第三者からの


開示の要求についても応じられません。  


 ※ 申請書及び添付書類は、当財団で保管し、申請者には返却いたしません。  







別記様式１（創業前）  


 


事業計画書 


 


１ 申請目的（□欄にﾚ点を記入して下さい。）  


 □ 事業評価（経営支援アドバイザー派遣の追加）  


 □ 創業支援融資特別資金   □ その他（         ）  


 


２ 申請者経歴  


氏  名   生年月日       年   月   日  


経歴（最終学歴・職歴）  


 


特記事項（経験・実績）  


 


 


３ 事業概要  


【創業予定時期】   平成   年   月 


【創業予定場所】   


【予定事業形態】   １株式会社  ２有限会社  ３個人  ４その他  


【業種・事業テーマ】   


【創業の動機】  


 







【経営理念】  


 


【製品・技術・商品・サービスの内容】  


 


【外部環境】（経済・社会情勢、競合、周辺人口、立地等について記入）  


機 会  脅 威  


  


【内部環境】（人材、製品、資金、ノウハウ、保有特許等について記入）  


強 み 弱 み 


  


【新規性及び既存製品・技術等との比較優位性】  


当事業の製品・技術等  既存の製品・技術等  


  







【事業実施に向けての課題と解決方法】  


 


【事業協力者（パートナー、ネットワーク等）の概要】  


 


【人員計画】（延べ人数を記入）  


項 目  第１期  第２期  第３期  備 考  


役員（事業主）  人 人 人  


従業員（専従者）  人 人 人  


パート・アルバイト  人 人 人  


合 計  人 人 人  


 


４ 製造・販売方法  


【対象顧客】  


顧客ターゲット  


 


対象顧客のニーズ  


 







【製造（仕入）方法】  


 


【販売方法】  


価格  


 


販路  


 


販売促進  


 


 







５ 財務計画  


【必要資金】                       （単位：千円）  


項 目  内容・内訳  
金  額  


第１期  第２期  第３期  


店舗、事務所等      


内・外装等資金      


什器等設備資金      


仕入資金      


運転資金      


その他      


  必要資金額合計     


【資金調達方法】                     （単位：千円）  


項  目  
金  額  


第１期  第２期  第３期  


自己資金     


親族・知人からの出資・借入れ     


広島市等融資制度利用借入れ     


政府系金融機関からの借入れ     


民間金融機関からの借入れ     


補助金・助成金     


ベンチャーキャピタルからの投融資     


その他     


  資金調達額合計     







【売上・利益計画】                    （単位：千円）  


項  目  
金  額  


第１期  第２期  第３期  


①売上高     


②売上原価（原材料費、商品仕入高、外注費等）     


 （うち減価償却費）  (       ) (       ) (       ) 


③売上総利益（①－②）     


 


④人件費（役員報酬、従業員給与、福利厚生費等）    


⑤旅費・交通費・通信費    


⑥広告宣伝費    


⑦地代家賃    


⑧水道光熱費    


⑨リース料    


⑩減価償却費    


⑪その他経費    


⑫販売費管理費計（④～⑪）    


⑬営業利益（③－⑫）     


 


⑭営業外収益    


⑮支払利息・割引料    


⑯その他営業外費用    


⑰経常利益（⑬＋⑭－⑮－⑯）     


 


６ 添付資料  


 ○ 資金使途・金額確認資料（賃貸借契約書、見積書等）  


 ○ 売上高・売上原価積算根拠資料  


 ○ 資金繰り表（月ベース、３ヵ年分）  







別記様式２（創業３年未満）  


 


事業計画書 


 


１ 申請目的（□欄にﾚ点を記入して下さい。）  


 □ 事業評価（経営支援アドバイザー派遣の追加）  


 □ 創業支援融資特別資金   □ その他（         ）  


 


２ 会社（申請者）概要  


企 業 名   


代 表 者 名       


創業年月日        年   月   日  


業   種   


資 本 金         千円  


従 業 員 数      役員   人 正社員   人 パート等   人 計   人  


売


上


構


成


 
 


 
 


 
 


 
 


製品・商品名  割合  


主


要


販


売


先


 
 


 
 


 
 


 
 


企業名  割合  


主


要


仕


入


先


 
 


 
 


 
 


 
 


企業名  割合  


      


      


      


      


      


【代表者経歴】  


生年月日        年   月   日 


経歴（最終学歴・職歴）  


 


特記事項（経験・実績）  


 


 







３ 事業概要  


【事業テーマ】   


【創業の動機】  


 


【経営理念】  


 


【現在までの経緯】  


 


【製品・技術・商品・サービスの内容】  


 







【外部環境】（経済・社会情勢、競合、周辺人口、立地等について記入）  


機 会  脅 威  


  


【内部環境】（人材、製品、資金、ノウハウ、保有特許等について記入）  


強 み 弱 み 


  


【新規性及び既存製品・技術等との比較優位性】  


当事業の製品・技術等  既存の製品・技術等  


  


【事業における課題と解決方法】  


 







【社内体制等の概要】  


社内体制・人材概要  


 


社外ネットワーク  


 


【人員計画】（延べ人数を記入）  


項 目  １年目  ２年目  ３年目  備 考  


役員（事業主）  人 人 人  


従業員（専従者）  人 人 人  


パート・アルバイト  人 人 人  


合 計  人 人 人  


 


４ 製造・販売方法  


【対象顧客】  


顧客ターゲット  


 


対象顧客のニーズ  


 







【製造（仕入）方法】  


 


【販売方法】  


価格  


 


販路  


 


販売促進  


 


 







５ 財務計画  


【必要資金】                       （単位：千円）  


項 目  内容・内訳  
金  額  


１年目  ２年目  ３年目  


店舗、事務所等      


内・外装等資金      


什器等設備資金      


仕入資金      


運転資金      


その他      


  必要資金額合計     


【資金調達方法】                     （単位：千円）  


項  目  
金  額  


１年目  ２年目  ３年目  


自己資金     


親族・知人からの出資・借入れ     


広島市等融資制度利用借入れ     


政府系金融機関からの借入れ     


民間金融機関からの借入れ     


補助金・助成金     


ベンチャーキャピタルからの投融資     


その他     


  資金調達額合計     







【売上・利益計画】                    （単位：千円）  


項  目  
金  額  


直近実績  １年目  ２年目  ３年目  


①売上高      


②売上原価  


（原材料費、商品仕入高、外注費等）  
    


 （うち減価償却費）  (       ) (       ) (       ) (       ) 


③売上総利益（①－②）      


 


④人件費 
（役員報酬、従業員給与、福利厚生費等） 


    


⑤旅費・交通費・通信費     


⑥広告宣伝費     


⑦地代家賃     


⑧水道光熱費     


⑨リース料     


⑩減価償却費     


⑪その他経費     


⑫販売費管理費計（④～⑪）     


⑬営業利益（③－⑫）      


 


⑭営業外収益     


⑮支払利息・割引料     


⑯その他営業外費用     


⑰経常利益（⑬＋⑭－⑮－⑯）      


 


６ 添付資料  


 ○ 現在事項全部証明書（３ヶ月以内のもの）  


 ○ 会社案内  


 ○ 商品カタログ  


 ○ 資金使途・金額確認資料（賃貸借契約書、見積書等）  


 ○ 売上高・売上原価積算根拠資料  


 ○ 資金繰り表（月ベース、３ヵ年分）  


 ○ 借入状況確認資料  


 ○ 直近の決算書（既に決算を行った中小企業者の方のみ）  







別記様式３（業歴１年以上）  


 


事業計画書 


 


１ 申請目的（□欄にﾚ点を記入して下さい。）  


 □ 事業評価（経営支援アドバイザー派遣の追加）  


 □ 新分野進出支援融資特別資金  □ その他（      ） 


 


２ 会社（申請者）概要  


企 業 名   


代 表 者 名       


創業年月日        年   月   日  


業   種   


資 本 金         千円  


従 業 員 数      役員   人 正社員   人 パート等   人 計   人  


売


上


構


成


 
 


 
 


 
 


 
 


製品・商品名  割合  


主


要


販


売


先


 
 


 
 


 
 


 
 


企業名  割合  


主


要


仕


入


先


 
 


 
 


 
 


 
 


企業名  割合  


      


      


      


      


      


【代表者経歴】  


生年月日        年   月   日 


経歴（最終学歴・職歴・経験）  


 


【新規事業担当者の経歴】（代表者と異なる場合記入して下さい。）  


役職・氏名   生年月日      年  月  日 


経歴（最終学歴・職歴・経験）  


 







【会社（申請者）沿革】  


創業の経緯  


 


経営理念  


 


現在までの経緯（事業転換、新分野進出などを行った場合、その時期及び経緯）  


 


事業内容  


 


事業の問題点  


 


 







３ 新規事業の概要  


【事業テーマ】   


【事業開始時期】   平成   年   月 


【新分野進出・新商品開発の背景】  


 


【新分野進出・新商品開発の目的】  


 


【新規事業（製品・技術・商品・サービス）の内容】  


 







【外部環境】（経済・社会情勢、競合、周辺人口、立地等について記入）  


機 会  脅 威  


  


【内部環境】（人材、製品、資金、ノウハウ、保有特許等について記入）  


強 み 弱 み 


  


【新規性及び既存製品・技術等との比較優位性】  


新事業の製品・技術等  既存の製品・技術等  


  


【事業実施に向けての課題と解決方法】  


 







【社内体制等の概要】  


新規事業における社内体制 ※採用を伴う場合、その人数・時期も記入  


 


社内の人材概要  


 


社外ネットワーク  


 


 


４ 新規事業における製造・販売方法  


【対象顧客】  


顧客ターゲット  


 


対象顧客のニーズ  


 







【製造（仕入）方法】  


 


【販売方法】  


価格  


 


販路  


 


販売促進  


 


 







５ 財務計画  


【必要資金】                       （単位：千円）  


項 目  内容・内訳  
金  額  


１年目  ２年目  ３年目  


店舗、事務所等      


内・外装等資金      


什器等設備資金      


仕入資金      


運転資金      


その他      


  必要資金額合計     


【資金調達方法】                     （単位：千円）  


項  目  
金  額  


１年目  ２年目  ３年目  


自己資金     


親族・知人からの出資・借入れ     


広島市等融資制度利用借入れ     


政府系金融機関からの借入れ     


民間金融機関からの借入れ     


補助金・助成金     


ベンチャーキャピタルからの投融資     


その他     


  資金調達額合計     







【売上・利益計画】                    （単位：千円）  


項  目  
金  額  


直近実績  １年目  ２年目  ３年目  


①売上高      


②売上原価      


 （うち減価償却費）  (       ) (       ) (       ) (       ) 


③売上総利益（①－②）      


 


④人件費（福利厚生費含む）     


⑤旅費・交通費・通信費     


⑥広告宣伝費     


⑦地代家賃     


⑧水道光熱費     


⑨リース料     


⑩減価償却費     


⑪その他経費     


⑫販売費管理費計（④～⑪）     


⑬営業利益（③－⑫）      


 


⑭営業外収益     


⑮支払利息・割引料     


⑯その他営業外費用     


⑰経常利益（⑬＋⑭－⑮－⑯）      


 


６ 添付資料  


 ○ 現在事項全部証明書（３ヶ月以内のもの）  


 ○ 会社案内  


 ○ 商品カタログ  


 ○ 直近の決算書３期分（勘定科目明細のうち借入金内訳書を含む）  


 ○ 資金使途・金額確認資料（賃貸借契約書、見積書等）  


 ○ 売上高・売上原価（既存事業・新規事業別）積算根拠資料  


 ○ 資金繰り表（月ベース、３ヵ年分）  








平成２３年度第１回 


広島市中小企業融資制度  


新分野進出支援融資（特別資金）募集案内 


 


 


１ 融資制度の内容 


(1) 制度の趣旨 


(2) 融資対象者 


(3) 融資限度額及び貸出利率等 


(4) 申請から融資までの流れ 


 


２ 申請書類 


 


３ 受付期間 


 


４ その他 


 


 


受付期間 平成２３年８月１５日（月）～平成２３年９月１６日(金） 


【受付及び問い合わせ先】 


（財）広島市産業振興センター 中小企業支援センター 


電話  ０８２－２７８－８０３２ 


  ﾌｧｯｸｽ ０８２―２７８－８５７０ 


【問い合わせ先】 


 広島市 経済局 地域産業支援課 


  電話  ０８２－５０４－２２３７ 


  ﾌｧｯｸｽ ０８２－５０４－２２５９ 


 


 


 


広島市経済局地域産業支援課 







１ 広島市中小企業融資制度 新分野進出支援融資（特別資金）の内容 


 


(1) 制度の趣旨 


中小企業の新分野進出や事業転換、事業多角化等を促進・支援するため、優れた事


業計画を有する中小企業に対し、特に低利な貸出条件を適用する。 


 


(2) 融資対象者 


広島市中小企業融資制度(以下、本市融資制度)の融資対象となる中小企業者及び組


合として１年以上継続して同一事業を営んでいる方、並びに当該中小企業者である会


社が自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ本市融資制度の融資対象とな


る会社を市内に新たに設立し、当該新たに設立された会社が事業を開始するもので、


①のア、イのいずれかに該当し、かつ、②に該当する方 


① ア．現在行っている分野と異なる分野へ進出し、事業多角化ないし事業転換を行


おうとする方 


 イ．新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売


の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入その他による新たな事業活動を


行おうとする方 


② 広島市中小企業支援センターの事業可能性評価委員会において、事業計画が優秀


な評価を受けた方 


事業可能性評価委員会では、事業の新規性・独創性、商品・技術・サービスの競争


力等事業化の可能性について、審査・評価を行います。 


 


(3) 融資限度額及び貸出利率等 


融資限度額：１億円（うち運転資金は、５，０００万円） 


融資利率：年 １．０％ (平成 23 年 8 月現在。金融情勢等により変更すること


があります。) 


融資期間：運転資金  ７年以内（据置１年以内） 


      設備資金 １０年以内（据置３年以内） 


    信用保証：原則として、広島県信用保証協会の信用保証付とする。 


なお、保証料率は、広島県信用保証協会の定めによる。 


    担保及び保証人：取扱金融機関又は広島県信用保証協会の定める方法による。 


 


(4) 申請から融資までの流れ 


 


 


 


 


 


 


                   


 


 


 


        締め切り後約１か月               ３０日以内 


 


※ 事業可能性評価委員会において、事業計画が非常に優れており、大いに期待できる等の高い評価を


受けた場合に特別資金融資の対象となります。 
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２ 申請書類 


  【法人の場合】 


   （申請書類） 


① 事業可能性評価申請書 


② 事業計画書（広島市中小企業支援センター事業可能性評価委員会設置要綱に


規定する事業計画書） 


（添付書類） 


③ 新分野進出事業計画書（広島市中小企業融資制度要綱に規定するもの） 


④ 経営支援アドバイザー派遣事業又は窓口相談事業申込書 


⑤ 決算書３期分（勘定科目明細のうち、借入金内訳書を含む。） 


⑥ 会社の現在事項全部証明書（登記簿謄本等）又はその写し 


⑦ その他事業計画の評価に必要な書類 


【個人の場合】 


 （申請書類） 


① 事業可能性評価申請書 


② 事業計画書（広島市中小企業支援センター事業可能性評価委員会設置要綱に


規定する事業計画書） 


（添付書類） 


③ 新分野進出事業計画書（広島市中小企業融資制度要綱に規定するもの） 


④ 経営支援アドバイザー派遣事業又は窓口相談事業申込書 


⑤ 確定申告書３年分 


⑥ 住民票、印鑑登録証明書、運転免許証等の書類で住所が確認できるもの又は、


その写し 


⑦ その他事業計画の評価に必要な書類 


 


３ 受付期間 


  平成２３年８月１５日（月）～平成２３年９月１６日（金） 


  ※ 郵送による受付は行いません。 


 


４ その他 


 ①評価通知書の有効期間は３０日以内です。この期間内に本市融資制度取扱金融機関に


融資を申込むことが必要です。 


  なお、事業可能性評価委員会の評価とは別に、金融機関及び広島県信用保証協会によ


る金融上の審査がありますので、融資が実行されない場合もあります。 


 ②事業計画が採択され、融資が実行された場合は、店頭やＨＰ等で当該事業が広島市の支


援により実施されていることのＰＲに努めてください。 








（別紙様式２） 


           新分野進出事業計画書 


 


                              平成  年  月  日 


 


 広 島 市 長  様 


 


               申 込 者 


 


                  住 所 


 


                  名 称 


 


                  氏名（代表者名）             印 


 


 


 


  広島市中小企業融資制度要綱に基づく新分野進出支援融資を受けたいので、下記のとおり新分野進出


事業計画を提出します。 


 


１ 企業概要 
 


 法 人 設 立 又 は 個 人 開 業 年 月 
 


 


            年   月 
 


 


 資 本 金 又 は 出 資 金 
 


 


               千円 
 


 


 従 業 員 数 
 


 


                人 
 


 


 現 在 行 っ て い る 業 種 


 


 （日本標準産業分類細分類） 
 


 


 


 


 
 


 


 現 在 行 っ て い る 事 業 内 容 


［具体的に］  


 


 


 


 


 


 


 


 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 
 


 







２．新分野進出事業計画の内容 


 
 


 対 象 事 業 


［該当に〇］  


 


  


  


 


  


  
 


 


 ア 現在行っている分野と異なる分野へ進出、事業多角化、事業転 


   換しようとするもの 


 


 


   →新分野進出の業種 


    （日本標準産業分類細分類）  


 


 イ  新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな 


生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入そ


の他による新たな事業活動を行おうとするもの。（新商品とは


現在の製品と原材料、用途、機能、性能を異にする製品のこと


をいう） 


 


 


 


 新 分 野 進 出 を 


 行 う 理 由 


［具体的に］  


 


 


 


 
 


 


 


 


 


 


 


 


 
 


 


 新 分 野 進 出 の 


 内      容 


［具体的に］  


 


 


 
 


 


 


 


 


 


 


 
 


 


 本 計 画 の 


 意 義 ・ 効 果 


［具体的に］  


 


 


 


 
 


 


 


 


 


 


 


 


 
 


 


 実 施 期 間 
 


 


  平成  年  月 ～ 平成  年  月 
 


 







３ 資金使途及び資金調達方法 


                                  （単位；千円） 


区      分  運 転 資 金  設 備 資 金  計  


資  金  使  途     


資
金
調
達
方
法 


本制度による借入  


   


他 か ら の 借 入 


   


自 己 資 金 


   


計  


   


 


４ 借入希望時期及び期間 


 


 


５ 取扱金融機関 


 


 
 


広島市中小企業融資制度要綱に基づき、上記計画を承認します。   


なお、融資対象となる事業及び内容は、平成  年  月  日付けで申請のあった  


 計画書及びこれに添えて提出された関係書類のとおりとします。 


 


   平成  年  月  日 


 


 


                広 島 市 長                    印 


 
 


※ 次頁の提出書類を確認のうえ、申請を行ってください。  







〔提出書類〕 


(1) 本申込書 ２部（２部とも押印したもの）※ 申込書には法人の代表者印又は個人の実印を押


印してください。 


(2) 住所・所在地を明らかにする書類 


① 法人：会社の現在事項全部証明書（登記簿謄本等）又はその写し 


② 組合：定款 


③ 個人：住民票、印鑑登録証明書、運転免許証等の書類で住所が確認できるもの又は、


その写し 


(3) １年以上の業歴を明らかにする書類 


① 法人及び組合：決算書〔１期分〕（決算期間が１年未満の場合は２期分） 


② 個人：確定申告書（又はその控）の写し〔１年分〕（事業期間が１年に満たない場


合は２期分） 


 (4) 許認可証等の写し（許認可等を要する業種に限る） 


(5) 資金使途がわかるもの（契約書、見積書、仕様書等） 


(6) その他市が必要と認める資料 


 


 


 


 


 


 








  


平成  年  月  日 


 


財団法人広島市産業振興センター理事長 様 


（広島市中小企業支援センター） 


 


 


 


フリガナ  創業年月  


企業名   業種 


代表者名               従業員数   


所在地   


TEL     資本金 


FAX     売上高 


E-mail   URL   


主な業務・製品  


相談者名   年齢  役職  


相談希望日時    


相談員 


現状及び課題 


  


相談内容 


  


 
 
 
 
 
 
 
 
 


上記のとおり実施してよいでしょうか。 


担当 合議 創業支援 
担当課長 


副所長 所 長      Ｍ Ａ Ｐ Ｍ 


        


 


窓口相談申込書 


窓口相談（    ）を利用したいので、次のとおり申し込みます。 


様式１ 


[個人情報の取り扱いについて] 
ご記入いただいた個人情報については、第三者への開示は法令に基づく開示など特別な場合を除き、提供された目的を超


えて開示しません。ただし、セミナー等のご案内など財団の事業活動の範囲内において利用することがあります。 
これらのご案内の送付を希望されない場合は、下記にチェックマークをご記入ください。 


□ セミナー等の案内は送付しないでください。 








 


平成  年  月  日 


 


財団法人広島市産業振興センター理事長 様 


（広島市中小企業支援センター） 


 


 


 


フリガナ  創業年月  


企業名   業種    


代表者名              印 従業員数  


所在地   


TEL     資本金   


FAX     売上高   


E-mail   URL     


主な業務・製品   


相談者名  年齢  役職  


相談希望日時                       （派遣希望回数    ） 


派遣希望専門家  


現状及び課題 


  


相談内容 


  


 
 
 
 
 
 
 
 
 


上記のとおり実施してよいでしょうか。 


担当 合議 創業支援 
担当課長 


副所長 所 長      Ｍ Ａ Ｐ Ｍ 


        


 


経営支援アドバイザー派遣申込書 


経営支援アドバイザーの派遣を受けたいので、次のとおり申し込みます。 


様式１ 


[個人情報の取り扱いについて] 
ご記入いただいた個人情報については、第三者への開示は法令に基づく開示など特別な場合を除き、提供された目的を超


えて開示しません。ただし、セミナー等のご案内など財団の事業活動の範囲内において利用することがあります。 
なお、これらのご案内の送付を希望されない場合は、下記にチェックマークをご記入ください。 


□ セミナー等の案内は送付しないでください。 





